


























































































































（4）  中川雄一郎（2005）「コミュニティ利益会社（CIC）と社会的企業」『協同の発見』No. 
155、８頁。




























































































































































出典： ローラン ･ギャルダン、ジャン ･ルイ ･ラヴィル（2013）「欧州におけ













































































































Socio-Economic Performance of Social Enterprises in the Field of Work-
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（25） 2007年10月７日開催の明治大学でのワークショップでの報告論文、具体的には “The 
Current State and Challenges of Social Enterprise in the United States”であり、定義の仕方が研究
者と実践家の間で相違がみられることにしては、“Social Enterprise in the United States and 






























































































































































































外社会保障研究』Winter 2002 No. 141、法政大学。これによれば、「社会的排除」概念をめぐっ
て学会での多くの議論の中で、パシー・スミス Percy Smith（2002）の序章がうまくまとまっ
ており、その中で、パシー・スミスはＲ・レヴィタス Levitas（1996年）の「社会的排除」
問題へのアプローチの類型整理やＲ・プットナム Putnam（1995）の「社会資本」概念など
を参照基準として用いながら、イギリスの「社会的排除」概念には、市民的権利という視点
が希薄で、問題を発生させるグローバルな要因やプロセスよりも結果として現象面が政策対
象とされているなどの特徴があり、実質的には、「欠乏または社会的不利とほぼ同義」のも
のと見なしてよいのではないか、という評価を下している。
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含意を積極的に位置づけているところにその特質がある（35）。
　もう少し、パシー・スミスの説明を加えることにする。彼女は、EUの
文書の中に次の説明を紹介している。すなわち、「社会的排除は、現代社
会で普通に行われている交換や実践、諸権利から排除される人々を生み出
すような複合的で変動する諸要素に用いられている。貧困は最も明白な要
素の一つであるが、社会的排除はまた、住宅、教育、健康そしてサービス
へのアクセスの権利の不適切性をも意味する。それは個人や集団、とくに
都市や地方で、場合によっては差別され、隔離されやすい人々へ不利な影
響を及ぼす。そしてそれは社会基盤（インフラ）の脆弱さと、二重構造社
会をはじめから定着させてしまうようなリスクと強く関わっている。」（36）
　つまり社会的排除という言葉は、それがされて普通、当たり前と思われ
るような社会活動への参加の欠如を意味するものであると言える。ここで、
社会的排除は貧困とどう違うのかについて触れておきたい。貧困が生活に
必要なモノやサービスなどの「資源」の不足をそのキー概念として把握す
るのに対して、社会的排除は「関係」の不足に着目して把握したものであ
る、とされるのである。
　では、具体的にどのような事態が社会的排除と結びつく複合的不利とし
て挙げられているのだろうか。パシー・スミスによると、排除の指標は次
の７つの側面に区分できる。すなわち、①経済的側面（長期失業、就業の
不安定など）、②社会的側面（伝統的家族の解体、ホームレスなど）、③政
治的側面（政治の権利の欠如、選挙人登録率の低さ、投票率の低さなど）、
④近隣（低質な住宅ストック、地域サービスの撤退など）、⑤個人的側面（心
身の疾病、低教育など）、⑥空間的側面（弱者の集中や周縁化）、⑦集団的
側面（高齢者や障害者などの特定集団に上記の特徴が集中していること）
である。このように、社会的不利の要因は人々の社会活動のあらゆる側面
を視野に入れていることが分かる（37）。
（35） 吉原美那子（2005）「イギリスにおける包摂的教育の政策とその特質─社会的排除と社会
的包摂の概念に着目して─」東北大学『東北大学大学院教育学研究科研究年報』第53集・
第２号、77頁。
（36） 岩田正美（2008）『社会的排除　参加の欠如・不確かな帰属』、有斐閣、20‒21頁。
（37） 岩田正美（2008）『社会的排除　参加の欠如・不確かな帰属』、有斐閣、25頁。
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コミュニティのためのニューディール
　ブレア元首相が伝統的な省庁の枠組みとは別に社会的排除ユニットを設
置し、政策を展開させ、新たな形態を採ったところは評価の高いところで
ある。そのユニットの職員は、さまざまな省庁の官僚や、地方政府、ボラ
ンティア部門、実業界からの出向者であることに注目すると、「連携して
考えること」が強調されていること、社会的排除がプロセス及び状態とし
て複雑な性格をもつことが認識されていることが推察できる。省庁を横断
して、しかも中央政府以外から集められた職員によって18の政策実行チー
ムが組織され、そこで特定の諸問題が扱われ、行動に向けて提案が練り上
げられて行くのである。中心的テーマは「ニューディール（New Deal」と
呼ばれるもので、1930年代アメリカが大恐慌を乗り越えるためになされ
たルーズベルト政権の政策に従っている。イギリスでは、失業者、シング
ルペアレント、障害者、コミュニティのための「ニューディール」であっ
た。
　パシー・スミスは、政策実行チームの仕事は５つの主題を軸に構成され
ていると考えていたという。それらの主題は、①人々の就労を支援するこ
と、②地域を活性化させること、③若者の将来を保全すること、④サービ
ス利用を促進すること、⑤政府をより効率的に機能させること、である。
これらの取り組みは全体のひとつの側面として、特有の小さな地区が強調
され、社会的剥奪のレベルによって区別され、地理的な仕分けによって、
教育アクションゾーン、健康アクションゾーン、シュアスタート（38）地区、
コミュニティのためのニューディールが設定されたのである。地理的な仕
分けは、それぞれが独自に排除されているという考え方に基づいたもので
ある。
　社会的排除ユニットが中心となって、社会的包摂を進めるため、例えば、
以下のような各種の総括的・横断的な対策が講じられてきた。それらは主
として５分野にまたがり、①経済的向上を狙って、障害者の雇用促進のた
めの専門家雇用プログラム、雇用のための教育プログラム、国家最低賃金
（38） そのプラグラムが指定された地区は、比較的激しい社会的剥奪の状態にあった地域で、そ
の子どものうち45％は就労中の成人のいない世帯に住んでおり、不利な状態に置かれた地
域に住む40万人にのぼる子どもたちが、このプログラムに何らかの形で参加した。
－232－
の設定などを実施するといったもの、②子どもの貧困解決を狙い、子ども
の有する失業家庭に対し財政的支援や税制優遇、雇用の促進を実施すると
いったもの、さらに③衰退地域への支援は、特に社会的排除が深刻な地区
である「衰退地域」に対し、コミュニティ・ニューディールや近隣地区再
生のための全国戦略に基づくプロジェクト実施を企図して考案されたも
の、などである（39）。
　これらの政策の中でも、これこそがニューレイバーの「ニューディール」
と示される成功部分は、一連の「福祉から就労へ（Welfare to Work）」と
いうものだ。これは、働くことが可能な就労年齢にある人々には、働くた
めの援助を行うことにより、働くことを奨励した政策である。1998年４
月から、ニューディールと呼ばれる職業訓練及び就職促進を目的とする一
連の雇用対策が行われていた。ニューディールは、若年失業者や長期失業
者への対策を中心に開始され、その後対象を障害者、シングルペアレント、
高齢者及び失業者の無収入の配偶者へと順次拡大して実施、200万人以上
が同プログラムを通じて就職するなどの成果をあげてきた。その後、将来
の経済状況に十分に対応できる制度とするため、2009年10月よりこれま
でのニューディールを代替した「フレキシブル・ニューディール」プログ
ラムが開始された。このプログラムは後に若年失業者、長期失業者といっ
た対象ごとのプログラムではなく、12か月以上求職者給付を受給してい
る全ての人を対象とした強制プログラムへと移行し、それは「ワークプロ
グラム」に吸収されていった。そして、その「ワークプログラム」は、受
給している給付制度の内容にかかわらず、全ての求職者を対象として実施
される１つに統合された総合的な支援であり、対象者には各人の属性等に
合わせた支援が提供される（40）。この動きは新政権になってからのものであ
るが、前労働党の施策を生かしたものと言える。
（39） 中島里恵、前掲書、p. 14参照。５つの分野の中で残るものは、④機会の平等を狙ったも
ので、若者の教育水準、技術の向上、子供の健康向上、居住環境の向上・障害者の雇用・教
育促進を実施するというもの、そして⑤最も深刻な課題の解決を狙いとした対象が、10代
の妊娠とホームレスたちであった。
（40） 厚生労働省厚生労働省大臣官房国際課『2010～2011年　海外情勢報告』、p. 162参照。こ
の白書は webから pdfで取ることができる。そのアドレスは以下の通り。http://www.mhlw.
go.jp/wp/hakusyo/kaigai/11/pdf/teirei/t161~177.pdf　（2013年１月８日）
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　ここで、パシー・スミスの整理した「ニューディール」の主題に戻るこ
とにする。その中に「若者の将来を保全すること」があったが、これに当
たるのがシュアスタート（Sure Start）制度というもので、これに重点的に
取り組み、リスクを抱えた子どもたちに総合的な支援の手を差し伸べ、そ
の他の手段によって教育との関連で子どもや若者に動機付けを行うもので
ある。このプログラムは、戦略においては中央政府の段階で考えられ、運
用の戦術については地域で考えるという、連携方式を採った典型的事例で
あるとされる（41）。
　また、先に示したニートの現実について思い起こせば、社会的排除ユニッ
トが「ドロップアウトを救え」として学校から排除されている人々につい
て注目していることが、その問題点を認識していると言える。その問題の
認識は以下のように記述されている。すなわち、「なぜそれが問題である
のか─それは子どもたち自身とその他の人々全てに悪影響を及ぼす。子ど
もたちは学習をやめてしまうことで、彼ら自身が損害を被る。このことは
不登校者にとっては自明のことであるが、排除された生徒たちにとっても
問題である。……このような失われた時間は重要な意味をもつ。不登校と
排除は、その後の人生の中で未成年の親になったり、失業したり、ホーム
レスになったり、あるいはついに刑務所に収監されたりといった結末とき
わめて高い確率で結びついてくる。広範なコミュニティも、不登校や排除
された児童たちが高い確率で犯罪に引き込まれることで、被害を受ける。
教育の時間を失えば、それが『犯罪の温床』になる……警察と市民は多額
の付けを支払われているのである。」（42）
　さらに、調査がなされ、16歳から18歳までの若者の約16万人が教育・
訓練・雇用のいずれの制度にも参加していないことに注目が向けられた。
その結果、「コネクションズ（Connections）」サービスが創設された。これ
は、13歳から19歳までの全ての若者が大人の生活に移行できるよう、若
者向けサービスや職業サービスが連携して、サービスを提供しようとした
（41） デイヴィッド・バーン（2010）『社会的排除とは何か』、深井英喜・梶村泰久訳、こぶし書
房、295‒299頁。
（42） デイヴィッド・バーン（2010）『社会的排除とは何か』、深井英喜・梶村泰久訳、こぶし書
房、299‒300頁。
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もので、地域の協力関係によって運営がなされている。参加しているのは、
若者サービスや職業サービスや試験雇用サービスの諸機関、ボランティア
部門、企業、警察、学校技能訓練協会、保健所、地方の少年犯罪対策チー
ム、そして成人教育の諸機関である。コネクションでは、少年非行対策チー
ムの特別な権限の下に、反抗的な若者たちが引き起こす犯罪や秩序破壊を
減らすために、最も問題のある若者たちを対象にした青年スポーツ事業な
どに関与し、若い不満分子を想起に救済することが活動の中心目的として
いる（43）。
　最後に、コミュニティのためのニューディールは、「人々に参加を促す
ことで、働く場所を確保する」地域にするため、劣悪な住宅環境が抱える、
犯罪、ドラッグ、失業、コミュニティの崩壊という諸問題に対して、どの
ようにして総合的で持続的な取り組みを展開したらいいのかを検討した結
果のものである。これは、地域のパートナーシップの取り組みを基礎とし
た対応である。ニューディールの取り組みの少なくとも一部を、これまで
都市再生戦略に関わってこなかったグループに運営させてみることで
「人々を呼び戻す」ことができるのではないかという期待がこめられたも
のである。このパートナーシップを核とした戦略は、全国各地の地方レベ
ルで実施されている地域戦略パートナーシップとともに、統治を地域に任
せようとしたのである。
Ⅲ　貧困との闘い～EU共通の課題
　ここで、改めて社会的排除について述べておきたい。社会的排除の根源
は貧困にある、という。ここでの貧困とは、発展途上国におけるものでは
ない。先進国の新しい概念のもとでの貧困である。資本主義社会が発展し
変化するにつれ生ずる状況で、諸権利が剥奪され、自ら望むと望まざるに
関わらず社会的に排除される（44）、というものだ。この説明にしたがえば、
（43） デイヴィッド・バーン（2010）『社会的排除とは何か』、深井英喜・梶村泰久訳、こぶし書
房、300‒301頁。
（44） 吉原美那子（2005）「イギリスにおける包摂的教育の政策とその特質─社会的排除と社会
的包摂の概念に着目して─」東北大学『東北大学大学院教育学研究科研究年報』第53集・
第２号、76頁。
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貧困は因果関係で社会的排除と結びついていると考えられる。
　社会的排除という概念はフランス生まれとされる。それは、1980年代
に ECによって議論がなされたが、その議論の焦点は「貧困」に終始し
た（45）。その議論は、やがて社会権と関連付けられて、社会的排除の３つの
論点が明らかにされた（46）。すなわち、第一に結果のみならずプロセスも視
野に入れなければならないこと、第二に問題を所得に限定せずに社会の多
次元的に言及すること、第三に権利やアクセスからの排除である。したがっ
て、以上の論点から考えると、社会的排除の現象は、労働領域だけでなく、
住宅や教育、医療、社会サービスといった領域にもその原因があるとされ、
これに加えてシティズンシップが強調される（47）。
　1993年11月欧州委員会の公表した「ヨーロッパ社会政策グリーンペー
パー：EUの選択」では、新たなヨーロッパの社会モデルの模索の試みと
して問題意識の提起という形で、大まかな方向づけを提示した。その中で
も、以下のように社会的排除のことが記述されている（48）。
　「貧困は昔からある現象であるが、ここ十五年間、社会的排除という構
造的問題が注目されている、問題は単に社会の上層と下層の不均等にある
（45） 佐藤進・濱口桂一郎「特別対談　EUの雇用・社会保障政策と日本へのインプリケーショ
ン～EUは今何を目指そうとしているのか～」『総合社会保障』６月号。http://homepage3.
nifty.com/hamachan/shahoshinpo0.html　（2013年１月８日）この対談において、濱口氏は、「最
近 EU諸国すべてで社会的排除という言葉が流行語になっているのですが、ここでの問題意
識は、今までのように貧困が問題なのではない。むしろ貧しさよりも、社会からのけ者にさ
れていることが問題なのだという見方です。」と述べている。加えて、EUの社会政策のグリー
ンペーパーを取り上げ、その中には「問題は、単に社会の上層と下層の不均等にあるのでは
なく、社会の中にいるべき場所がある者と社会からのけ者にされてしまったものとの間にあ
るのだ。」という内容があり、それを EUの社会政策の基本的理念だと紹介している。また、
同誌で、2000年に出されたという「社会政策アジェンダ」には、社会的包摂という方向性に、
市民社会を政策決定プロセスに巻き込んでいこうという方向に重きが置かれていること、さ
らに雇用対策にかかわる記述が見られ、そこには就業能力、起業家精神、適応能力、機会均
等という四つの柱を雇用戦略として掲げられていることをも、紹介している。
（46） 吉原美那子、（2005）「イギリスにおける包摂的教育の政策とその特質─社会的排除と社会
的包摂の概念に着目して─」東北大学『東北大学大学院教育学研究科研究年報』第53集・
第２号、77頁。
（47） 中島恵理（2005）「EU・英国における社会的包摂とソーシャルエコノミー」『大原社会問
題研究所雑誌』、No. 561、法政大学大原社会問題研究所、13‒14頁。
（48） 濱口桂一郎（2001）「ニュー・ヨーロッパへの新展開～変貌するヨーロッパの雇用・社会
政策～第１回　社会的排除との戦い～ＥＵレベルの政策展開」『総合社会保障』8号、社会
保険新報社。
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のではなく、社会の中にいるべき場所のある者と社会からのけ者にされて
しまった者との間にあるのである。
　社会的排除は単に所得が不十分だということではない。職業生活への参
加ということだけでもない。それは住宅や教育、医療、サービスへのアク
セスといった分野で顕著である。単なる不平等ではなく、分断された社会
という危険を示唆しているのである。排除された者の怨恨は暴力や麻薬、
ひいては人種差別主義や政治的過激派の温床となる。」
　EUは、「社会的排除」を、貧困、生涯教育の機会や基本的能力の欠如、
差別のために社会参加ができず、社会の隅に追いやられていく個人の過程
で「社会や地域コミュニティの活動だけでなく、雇用、収入、教育機会が
得られなくなっていくことを指す。社会的排除の状態では日常生活に影響
を与える意思決定に関与する機会が少なく、無力感ゆえに参加できない状
態」と定義している（49）。
　近年日本でも「社会的排除」と「社会的包摂」という用語が登場する場
面が増えたが、その用語の説明や意味を紹介するものは少ない。特定の
NPOやその課題に携わっている人々が発する、ごく限られた用語である
ことには変わりがない。そんな用語に筆者が取り組みかけた頃、「反貧困
ネットワーク事務局長」の湯浅誠は以下のような文章を記述した。少し長
くなるが、わかりやすさに努めて書かれており、本稿を作成した筆者の想
いが伝わるように思うので、略すことなく記すことにする（50）。そうするこ
とで、私たちの周囲にある意外に身近な課題であることを指摘し、本稿の
まとめとしたい。
　　　月並みな表現だが、人生は障害物レースのようなものだ。スタート
ダッシュでつまずくこともあれば、途中でつまずくこともある。つま
ずけば野次が飛ぶ。それでもゴールに至ればいいが、ゴールにたどり
着く前にへたりこんでしまう人たちも出てくる。
（49） 中島恵理（2005）「EU・英国における社会的包摂とソーシャルエコノミー」『大原社会問
題研究所雑誌』、No. 561、法政大学大原社会問題研究所、12頁。
（50） 湯浅誠（2012）「公表によせて」『社会的排除にいたるプロセス～若年ケース・スタディか
ら見る排除の過程～』社会的排除リスク調査チーム。
－237－
ヨーロッパにおける社会的企業
　　　どうすれば障害を乗り越え、つまずくことがあってもゴールに至れ
るのか。日々の鍛錬とあきらめない気持ちだ、と言われる。たしかに。
では、日々の鍛錬とはどうすればできるのか。あきらめない気持ちは
どうすれば育つのか。それが「社会的排除」の問題だ。
　　　排除には、排除する側と排除される側がいる。多くの場合、排除す
る側に悪意はない。結果としてへたりこんでしまう人が出てくるだけ
だ。そのとき「社会が悪い」と言われても、多くの人にはピンと来な
い。「他人のせいにしてもゴールまでたどり着くエネルギーは出てこ
ないだろう」と思うからだ。だから問いは、すべての結果を自分で引
き受けられる強い個人を、社会はどうやったら育てることができるの
か、と立てる必要がある。
　　　そのとき、私たちの答えは逆説的な色彩を帯びる。「弱い個人を包
み込めるような社会でこそ、実は強い個人が育つのだ」というものだ
からだ。この理念を「社会的包摂」と言う。弱さを弱さとして認めて
しまったら、その弱さは弱いままに止まってしまうのではないか、と
多くの人は心配する。しかし実は、弱さを弱さとして認めることは、
とても勇気のいることで、それは強くないとできない。認められない
ことを否認と言う。否認は人間の弱さに基づく心の働きである。
　　　このとき、認める主体は「社会」である。そして社会は、私たち諸
個人で構成されている。だから社会的排除は、私たち諸個人が自分た
ちの弱さを認められないという弱さの結果として生まれる。したがっ
て社会的包摂の出発点は、社会的排除の問題に排除される側の問題と
しないところにある。
　　　政府は、しばらくの間、何度もこの出発点に立とうとして、立ち切
れないできた。本報告書も、これまで数々なされてきた出発点に立と
うとする試みの一つだが、これをもって決着するとは、残念ながら思
えない。
　　　しかし、それはあたりまえのことだ。弱さを弱さと認めることは、
とても勇気がいる、難しいことなのだから。簡単にできることならば、
そもそも問題はここまで深刻化していない。現状とは巨大な過去の総
和であり、未来とは巨大な過去の総和である現状に今加えたものの総
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和である。
　　　だから、打ち込み続けることに意味がある。変わらないように見え
て、それだけが変化をもたらす。社会的包摂は、まず社会的排除を認
められない社会の弱さを弱さとして受け止めるものでなければならな
い。
